
この届出についての担当部局名と
担当者の氏名を記入してください。

該当するものに○
をつけ、その日を記
入してください。

これから公表及
び周知を行う場合
は、公表方法及び
周知方法の予定を
記入してください。
また、「常時雇用
する労働者数」
（６ページ参照） が
100人以下の企業
は、外部への公
表・労働者への周
知を行っている場
合のみ記載してく
ださい。
なお、 「常時雇用

する労働者数」が
100人以下の企業
であっても、認定及
び特例認定を受け
る場合は、必ず、
外部への公表及び
労働者への周知を
行う必要がありま
す。

行動計画を外
部へ公表した日
を記入してくだ
さい。
これから公表

する場合は、公
表予定日を記
入してください。
なお、外部へ

の公表は、策定
してからおおむ
ね３か月以内に
行うようにしてく
ださい。

該当するものに○
をつけてください。

認定又は特例
認定を希望する
かどうかについ
て、該当するも
のに○をつけて
ください。
なお、ここで

「無」に○をつけ
た場合でも、認
定申請及び特例
認定申請ができ
なくなるわけで
はありません。

一一般般事事業業主主行行動動計計画画策策定定・・変変更更届届 記記入入例例

この届出をする日を記
入してください。

行動計画を策定した旨の届出をする場合は「策定」に
○を、既に届出をした行動計画の変更の届出をする場
合は「変更」に○をつけてください。

届出を行う事
業主の氏名又
は名称、主たる
事業、住所、電
話番号を記入し
てください。
法人の場合は、

法人の名称、主
たる事業、主た
る事務所の所
在地、代表者の
氏名、主たる事
務所の電話番
号を記入してく
ださい。
＊押印は不要
です。

ここのの届届出出をを提提出出
すするる日日又又はは提提出出前前
のの１１かか月月以以内内ののいい
ずずれれかかのの日日のの「「常常
時時雇雇用用すするる労労働働者者
数数」」（（６６ペペーージジ参参照照））
をを記記入入ししててくくだだささいい。。
また、同様に、男

女別の労働者の数
及び有期契約労働
者の数を記入してく
ださい。

厚生労働省ホームページよりダウンロードができます

https://www.mhlw.go.jp/general/seido/koyou/jisedai/
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認
定
又
は
特
例
認
定
を
受
け
る
こ
と
を
希
望
す
る
場
合
は
、
行
動
計
画
の
目
標
に
、

こ
の
部
分
に
該
当
す
る
事
項
が
１
項
目
以
上
含
ま
れ
て
い
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

雇雇
用用
環環
境境
のの
整整
備備
にに
関関
すす
るる
取取
組組
でで
すす
。。

策定した行
動計画の内容
として該当する
ものに○をつ
けてください。
変更の届出

の場合は、変
更後の行動計
画の内容に該
当するものに
すべて○をつ
けてください。
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この届出についての担当部局名と
担当者の氏名を記入してください。

該当するものに○
をつけ、その日を記
入してください。

これから公表及
び周知を行う場合
は、公表方法及び
周知方法の予定を
記入してください。
また、「常時雇用
する労働者数」
（６ページ参照） が
100人以下の企業
は、外部への公
表・労働者への周
知を行っている場
合のみ記載してく
ださい。
なお、 「常時雇用

する労働者数」が
100人以下の企業
であっても、認定及
び特例認定を受け
る場合は、必ず、
外部への公表及び
労働者への周知を
行う必要がありま
す。

行動計画を外
部へ公表した日
を記入してくだ
さい。
これから公表

する場合は、公
表予定日を記
入してください。
なお、外部へ

の公表は、策定
してからおおむ
ね３か月以内に
行うようにしてく
ださい。

該当するものに○
をつけてください。

認定又は特例
認定を希望する
かどうかについ
て、該当するも
のに○をつけて
ください。
なお、ここで

「無」に○をつけ
た場合でも、認
定申請及び特例
認定申請ができ
なくなるわけで
はありません。

一一般般事事業業主主行行動動計計画画策策定定・・変変更更届届 記記入入例例

この届出をする日を記
入してください。

行動計画を策定した旨の届出をする場合は「策定」に
○を、既に届出をした行動計画の変更の届出をする場
合は「変更」に○をつけてください。

届出を行う事
業主の氏名又
は名称、主たる
事業、住所、電
話番号を記入し
てください。
法人の場合は、

法人の名称、主
たる事業、主た
る事務所の所
在地、代表者の
氏名、主たる事
務所の電話番
号を記入してく
ださい。
＊押印は不要
です。

ここのの届届出出をを提提出出
すするる日日又又はは提提出出前前
のの１１かか月月以以内内ののいい
ずずれれかかのの日日のの「「常常
時時雇雇用用すするる労労働働者者
数数」」（（６６ペペーージジ参参照照））
をを記記入入ししててくくだだささいい。。
また、同様に、男

女別の労働者の数
及び有期契約労働
者の数を記入してく
ださい。

厚生労働省ホームページよりダウンロードができます

https://www.mhlw.go.jp/general/seido/koyou/jisedai/

53 54

認
定
又
は
特
例
認
定
を
受
け
る
こ
と
を
希
望
す
る
場
合
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、
行
動
計
画
の
目
標
に
、

こ
の
部
分
に
該
当
す
る
事
項
が
１
項
目
以
上
含
ま
れ
て
い
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

雇雇
用用
環環
境境
のの
整整
備備
にに
関関
すす
るる
取取
組組
でで
すす
。。

策定した行
動計画の内容
として該当する
ものに○をつ
けてください。
変更の届出

の場合は、変
更後の行動計
画の内容に該
当するものに
すべて○をつ
けてください。
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こ
れ
ら
の
事
項
だ
け
を
目
標
と
す
る
行
動
計
画
は
、

認
定
又
は
特
例
認
定
の
対
象
と
は
な
り
ま
せ
ん
。

雇雇
用用
環環
境境
のの
整整
備備
以以
外外
のの
取取
組組
でで
すす
。。

認
定
又
は
特
例
認
定
を
受
け
る
こ
と
を
希
望
す
る
場
合
は
、
行
動
計
画
の
目
標
に
、

こ
の
部
分
に
該
当
す
る
事
項
が
１
項
目
以
上
含
ま
れ
て
い
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

雇雇
用用
環環
境境
のの
整整
備備
にに
関関
すす
るる
取取
組組
でで
すす
。。

挙げられてい
る項目のどれに
も該当しない事
項を行動計画
に定めた場合
は、「その他」に
○をつけ、その
概要を記入して
ください。

実施した行動計
画の「一般事業主
行動計画策定・変
更届」を提出した労
働局の都道府県名
を記入してください。

基基準準適適合合一一般般事事業業主主認認定定申申請請書書 記記入入例例
（（くくるるみみんん認認定定、、トトラライイくくるるみみんん認認定定、、ププララスス認認定定））

この申請書を提出する日を記入してく
ださい。

申請を行う事業主の氏名又は名称、主たる事業、住所、
電話番号を記入してください。
法人の場合は、法人の名称、主たる事業、主たる事務

所の所在地、代表者の氏名、主たる事務所の電話番号
を記入してください。 ＊押印は不要です。

この申請についての担当部局名と
担当者の氏名を記入してください。

労働者への周知
方法について、該
当する番号を○で
囲み、④を囲んだ
場合は、①～③以
外の周知方法を記
載してください。

厚生労働省ホームページよりダウンロードができます

https://www.mhlw.go.jp/general/seido/koyou/jisedai/

実施した行動計
画の計画期間を記
入し、それが何期
目の行動計画であ
るか記入してくださ
い。
なお、行動計画

の途中で計画期間
の変更を行った場
合には、変更後の
計画期間を記入し
てください。

行動計画を外部へ
公表した日を記入し
てください。

認定を受けようと
する行動計画を策
定した日を記入して
ください。

公表方法について、該当する
番号を○で囲み、①を囲んだ場
合は、その方法を囲むか、具体
的に記載してください。②を囲
んだ場合は、①以外の公表の
方法を記載してください。

下表のとおり、申
請する認定制度に
ついて該当する番
号を○で囲んでくだ
さい。

①くくるるみみんん認認定定

②
くくるるみみんん

ププララスス認認定定

③
トトラライイくくるるみみんん

認認定定

④
トトラライイくくるるみみんん
ププララスス認認定定

実施した行動計画
の「一般事業主行
動計画策定・変更
届」を提出した日を
記入してください。
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この申請書を提
出する日又は提出
前の１か月以内の
いずれかの日の
「常時雇用する労
働者数」（６ページ
参照）を記入してく
ださい。
また、同様に、男

女別の労働者の数
及び有期雇用労働
者の数を記入してく
ださい。

行動計画を変更した
場合は、変更内容につ
いて該当する数字を○
で囲んでください。

行動計画を変更した場合は、
変更した日を記入してください。
複数回変更した場合は、この欄
以降に、変更ごとの内容を記入
してください。
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こ
れ
ら
の
事
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だ
け
を
目
標
と
す
る
行
動
計
画
は
、

認
定
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は
特
例
認
定
の
対
象
と
は
な
り
ま
せ
ん
。

雇雇
用用
環環
境境
のの
整整
備備
以以
外外
のの
取取
組組
でで
すす
。。

認
定
又
は
特
例
認
定
を
受
け
る
こ
と
を
希
望
す
る
場
合
は
、
行
動
計
画
の
目
標
に
、

こ
の
部
分
に
該
当
す
る
事
項
が
１
項
目
以
上
含
ま
れ
て
い
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

雇雇
用用
環環
境境
のの
整整
備備
にに
関関
すす
るる
取取
組組
でで
すす
。。

挙げられてい
る項目のどれに
も該当しない事
項を行動計画
に定めた場合
は、「その他」に
○をつけ、その
概要を記入して
ください。

実施した行動計
画の「一般事業主
行動計画策定・変
更届」を提出した労
働局の都道府県名
を記入してください。

基基準準適適合合一一般般事事業業主主認認定定申申請請書書 記記入入例例
（（くくるるみみんん認認定定、、トトラライイくくるるみみんん認認定定、、ププララスス認認定定））

この申請書を提出する日を記入してく
ださい。

申請を行う事業主の氏名又は名称、主たる事業、住所、
電話番号を記入してください。
法人の場合は、法人の名称、主たる事業、主たる事務

所の所在地、代表者の氏名、主たる事務所の電話番号
を記入してください。 ＊押印は不要です。

この申請についての担当部局名と
担当者の氏名を記入してください。

労働者への周知
方法について、該
当する番号を○で
囲み、④を囲んだ
場合は、①～③以
外の周知方法を記
載してください。

厚生労働省ホームページよりダウンロードができます

https://www.mhlw.go.jp/general/seido/koyou/jisedai/

実施した行動計
画の計画期間を記
入し、それが何期
目の行動計画であ
るか記入してくださ
い。
なお、行動計画

の途中で計画期間
の変更を行った場
合には、変更後の
計画期間を記入し
てください。

行動計画を外部へ
公表した日を記入し
てください。

認定を受けようと
する行動計画を策
定した日を記入して
ください。

公表方法について、該当する
番号を○で囲み、①を囲んだ場
合は、その方法を囲むか、具体
的に記載してください。②を囲
んだ場合は、①以外の公表の
方法を記載してください。

下表のとおり、申
請する認定制度に
ついて該当する番
号を○で囲んでくだ
さい。

①くくるるみみんん認認定定

②
くくるるみみんん

ププララスス認認定定

③
トトラライイくくるるみみんん

認認定定

④
トトラライイくくるるみみんん
ププララスス認認定定

実施した行動計画
の「一般事業主行
動計画策定・変更
届」を提出した日を
記入してください。
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この申請書を提
出する日又は提出
前の１か月以内の
いずれかの日の
「常時雇用する労
働者数」（６ページ
参照）を記入してく
ださい。
また、同様に、男

女別の労働者の数
及び有期雇用労働
者の数を記入してく
ださい。

行動計画を変更した
場合は、変更内容につ
いて該当する数字を○
で囲んでください。

行動計画を変更した場合は、
変更した日を記入してください。
複数回変更した場合は、この欄
以降に、変更ごとの内容を記入
してください。
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（Ａ）欄には計画期
間内に配偶者が出
産した男性労働者
数を、（Ｂ）欄には、
計画期間内に育児
休業等をした男性
労働者数をそれぞ
れ記入してください。
「育児休業等をし

たものの割合」欄に
は、（Ｂ）÷（Ａ）
×100の値を、小小数数
第第１１位位以以下下をを切切りり捨捨
ててて記入してくださ
い。
（なお、育児・介護

休業法上、育児休
業等の対象とならな
い有期契約労働者
は、計算から除外し
て構いません。）
また、認定申請時

に既に退職している
労働者は、「育児休
業等をしたものの割
合」の算定に当たっ
て、分母にも分子に
も含まれません。

（Ａ）欄には計画
期間内に配偶者が
出産した男性労働
者数を、（Ｂ）欄に
は、計画期間内に
育児休業等をした
男性労働者数を、
（Ｃ）欄には、計画
期間内に企業独自
の育児を目的とし
た休暇制度を利用
した男性労働者数
をそれぞれ記入し
てください。
「育児休業等及び

小学校就学前まで
の子について育児
目的休暇制度を利
用したものの割合」
欄には、（Ｂ＋Ｃ）÷
（Ａ）×100の値を、
小小数数第第１１位位以以下下をを
切切りり捨捨ててて記入し
てください。
（なお、育児・介

護休業法上、育児
休業等の対象とな
らない有期契約労
働者は、計算から
除外して構いませ
ん。）
また、認定申請時

に既に退職してい
る労働者は、「育児
休業等及び小学校
就学前までの子に
ついて育児目的休
暇制度を利用した
ものの割合」の算
定に当たって、分
母にも分子にも含
まれません。

イ又はロのいずれ
かを記入してください。
「常時雇用する労

働者数」（６ページ参
照）が300人以下の
企業で、計画期間内
に育児休業等または
企業独自の育児を目
的とした休暇制度を
取得した男性労働者
がいなかった場合は、
ハ～ヘのいずれかを
記入してください。
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「常時雇用す
る労働者数」
（６ページ参
照）が300人以
下の企業につ
いては、「計画
期間＋計画期
間開始前の一
定期間（最長３
年間）」で（C）
または（F）の
いずれかが
75％以上とな
る期間を記入
してください。
また、（Ａ）欄

にはその期間
内に出産した
女性労働者数
を、（Ｂ）欄には、
その期間内に
育児休業等を
した女性労働
者数をそれぞ
れ記入し、（C）
欄には、（Ｂ）
÷（Ａ）×100の
値を、小小数数第第１１
位位以以下下をを切切りり
捨捨ててて記入し
てください。
（D）欄にはそ

の期間内に出
産した女性有
期雇用労働者
数を、（E）欄に
は、その期間
内に育児休業
等をした女性
有期雇用労働
者数をそれぞ
れ記入し、（F）
欄には、（E）÷
（D）×100の値
を、小小数数第第１１位位
以以下下をを切切りり捨捨
ててて記入してく
ださい。

「常時雇用する労働者数」 （６ページ参照）が300人以下の企業につ
いては、「計画期間＋計画期間開始前の一定期間（最長３年間）」で
30％以上となる期間を記入してください。
また、（Ａ）欄にはその期間内に配偶者が出産した男性労働者数

を、（Ｂ）欄には、その期間内に育児休業等をした男性労働者数をそ
れぞれ記入し、「育児休業等をしたものの割合」欄には、（Ｂ）÷（Ａ）
×100の値を、小小数数第第１１位位以以下下をを切切りり捨捨ててて記入してください。

（Ａ）欄には計画期
間内に出産した女
性労働者数を、（Ｂ）
欄には、計画期間
内に育児休業等を
した女性労働者数
をそれぞれ記入し
てください。
（Ｃ）欄には、（Ｂ）

÷（Ａ）×100の値を、
て記入小小数数第第１１位位
以以下下をを切切りり捨捨ててして
ください。
（D）欄には計画期

間内に出産した女
性有期雇用労働者
数を、（E）欄には、
計画期間内に育児
休業等をした女性
有期雇用労働者数
をそれぞれ記入し
てください。
（F）欄には、（E）

÷（D）×100の値を、
小小数数第第１１位位以以下下をを
切切りり捨捨ててて記入して
ください。
（なお、育児・介護

休業法上、育児休
業等の対象となら
ない有期契約労働
者は、計算から除
外して構いませ
ん。）
また、認定申請時

に既に退職してい
る労働者は、「育児
休業等をしたもの
の割合」の算定に
当たって、分母にも
分子にも含まれま
せん。

くるみん認定及びくるみんプラス認定を申請する場合は、男女の
育児休業取得率等を「両立支援のひろば」で公表することが認定基
準となっていますので、「両立支援のひろば」で公表を行った上で
「有」を○で囲み、「両立支援のひろば」の画面を印刷した書類等を
添付して申請してください（25ページ参照）。※トライくるみん認定及
びトライくるみんプラス認定については、男女の育児休業取得率等
の「両立支援のひろば」での公表は認定基準となっていません。
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（Ａ）欄には計画期
間内に配偶者が出
産した男性労働者
数を、（Ｂ）欄には、
計画期間内に育児
休業等をした男性
労働者数をそれぞ
れ記入してください。
「育児休業等をし

たものの割合」欄に
は、（Ｂ）÷（Ａ）
×100の値を、小小数数
第第１１位位以以下下をを切切りり捨捨
ててて記入してくださ
い。
（なお、育児・介護

休業法上、育児休
業等の対象とならな
い有期契約労働者
は、計算から除外し
て構いません。）
また、認定申請時

に既に退職している
労働者は、「育児休
業等をしたものの割
合」の算定に当たっ
て、分母にも分子に
も含まれません。

（Ａ）欄には計画
期間内に配偶者が
出産した男性労働
者数を、（Ｂ）欄に
は、計画期間内に
育児休業等をした
男性労働者数を、
（Ｃ）欄には、計画
期間内に企業独自
の育児を目的とし
た休暇制度を利用
した男性労働者数
をそれぞれ記入し
てください。
「育児休業等及び

小学校就学前まで
の子について育児
目的休暇制度を利
用したものの割合」
欄には、（Ｂ＋Ｃ）÷
（Ａ）×100の値を、
小小数数第第１１位位以以下下をを
切切りり捨捨ててて記入し
てください。
（なお、育児・介

護休業法上、育児
休業等の対象とな
らない有期契約労
働者は、計算から
除外して構いませ
ん。）
また、認定申請時

に既に退職してい
る労働者は、「育児
休業等及び小学校
就学前までの子に
ついて育児目的休
暇制度を利用した
ものの割合」の算
定に当たって、分
母にも分子にも含
まれません。

イ又はロのいずれ
かを記入してください。
「常時雇用する労

働者数」（６ページ参
照）が300人以下の
企業で、計画期間内
に育児休業等または
企業独自の育児を目
的とした休暇制度を
取得した男性労働者
がいなかった場合は、
ハ～ヘのいずれかを
記入してください。

57

「常時雇用す
る労働者数」
（６ページ参
照）が300人以
下の企業につ
いては、「計画
期間＋計画期
間開始前の一
定期間（最長３
年間）」で（C）
または（F）の
いずれかが
75％以上とな
る期間を記入
してください。
また、（Ａ）欄

にはその期間
内に出産した
女性労働者数
を、（Ｂ）欄には、
その期間内に
育児休業等を
した女性労働
者数をそれぞ
れ記入し、（C）
欄には、（Ｂ）
÷（Ａ）×100の
値を、小小数数第第１１
位位以以下下をを切切りり
捨捨ててて記入し
てください。
（D）欄にはそ

の期間内に出
産した女性有
期雇用労働者
数を、（E）欄に
は、その期間
内に育児休業
等をした女性
有期雇用労働
者数をそれぞ
れ記入し、（F）
欄には、（E）÷
（D）×100の値
を、小小数数第第１１位位
以以下下をを切切りり捨捨
ててて記入してく
ださい。

「常時雇用する労働者数」 （６ページ参照）が300人以下の企業につ
いては、「計画期間＋計画期間開始前の一定期間（最長３年間）」で
30％以上となる期間を記入してください。
また、（Ａ）欄にはその期間内に配偶者が出産した男性労働者数

を、（Ｂ）欄には、その期間内に育児休業等をした男性労働者数をそ
れぞれ記入し、「育児休業等をしたものの割合」欄には、（Ｂ）÷（Ａ）
×100の値を、小小数数第第１１位位以以下下をを切切りり捨捨ててて記入してください。

（Ａ）欄には計画期
間内に出産した女
性労働者数を、（Ｂ）
欄には、計画期間
内に育児休業等を
した女性労働者数
をそれぞれ記入し
てください。
（Ｃ）欄には、（Ｂ）

÷（Ａ）×100の値を、
て記入小小数数第第１１位位
以以下下をを切切りり捨捨ててして
ください。
（D）欄には計画期

間内に出産した女
性有期雇用労働者
数を、（E）欄には、
計画期間内に育児
休業等をした女性
有期雇用労働者数
をそれぞれ記入し
てください。
（F）欄には、（E）

÷（D）×100の値を、
小小数数第第１１位位以以下下をを
切切りり捨捨ててて記入して
ください。
（なお、育児・介護

休業法上、育児休
業等の対象となら
ない有期契約労働
者は、計算から除
外して構いませ
ん。）
また、認定申請時

に既に退職してい
る労働者は、「育児
休業等をしたもの
の割合」の算定に
当たって、分母にも
分子にも含まれま
せん。

くるみん認定及びくるみんプラス認定を申請する場合は、男女の
育児休業取得率等を「両立支援のひろば」で公表することが認定基
準となっていますので、「両立支援のひろば」で公表を行った上で
「有」を○で囲み、「両立支援のひろば」の画面を印刷した書類等を
添付して申請してください（25ページ参照）。※トライくるみん認定及
びトライくるみんプラス認定については、男女の育児休業取得率等
の「両立支援のひろば」での公表は認定基準となっていません。
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安心して休業を取得し、職場復帰でき
る環境に向けたハラスメント防止研修
を四半期に１回実施している。

計画期間の終了日の属する事業年度における、労働者１人当たりの
各月ごとの時間外労働及び休日労働の合計時間数を記入してください。
なお、計算方法については、22ページをご覧ください。

計画期間の終了
日の属する事業
年度における、１
月当たりの平均し
た時間外労働時
間が60時間以上
である労働者数を
記入してください。
なお、計算方法

については22ペー
ジをご覧ください。

働き方の見直しに資する多様な労働条件の整
備のための措置の実施の有無について、該当す
るもの（有が１つ以上必要）に○をつけてください。
「有」の場合は、その内容を「措置の内容」欄に

記入してください。

59

計画期間の終了
日の属する事業
年度における、25
歳～39歳の労働
者１人当たりの各
月ごとの時間外労
働及び休日労働
の合計時間数を
記入してください。
なお、計算方法

については、22
ページをご覧くだ
さい。

不妊治療のた
めに利用できる
休暇制度につい
て、整備している
制度の内容を記
入してください。

不妊治療のために利用できる両立支援制度の
有無（有が１つ以上必要）について、該当するも
のに○をつけてください。
「有」の場合は、その内容を「制度の内容」欄に

記入してください。
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安心して休業を取得し、職場復帰でき
る環境に向けたハラスメント防止研修
を四半期に１回実施している。

計画期間の終了日の属する事業年度における、労働者１人当たりの
各月ごとの時間外労働及び休日労働の合計時間数を記入してください。
なお、計算方法については、22ページをご覧ください。

計画期間の終了
日の属する事業
年度における、１
月当たりの平均し
た時間外労働時
間が60時間以上
である労働者数を
記入してください。
なお、計算方法

については22ペー
ジをご覧ください。

働き方の見直しに資する多様な労働条件の整
備のための措置の実施の有無について、該当す
るもの（有が１つ以上必要）に○をつけてください。
「有」の場合は、その内容を「措置の内容」欄に

記入してください。

59

計画期間の終了
日の属する事業
年度における、25
歳～39歳の労働
者１人当たりの各
月ごとの時間外労
働及び休日労働
の合計時間数を
記入してください。
なお、計算方法

については、22
ページをご覧くだ
さい。

不妊治療のた
めに利用できる
休暇制度につい
て、整備している
制度の内容を記
入してください。

不妊治療のために利用できる両立支援制度の
有無（有が１つ以上必要）について、該当するも
のに○をつけてください。
「有」の場合は、その内容を「制度の内容」欄に

記入してください。
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不妊治療と仕事
との両立の推進に
関する方針の内容
を記入してください。
また、方針及び

（１）の制度の内容
に関して、労働者
への周知日及び周
知方法を記入してく
ださい。

不妊治療と仕事
との両立に関する
研修その他の不妊
治療と仕事との両
立に関する労働者
の理解を促進する
ための取組の内容
を記入してください。
また、実施日を記

入してください。

両立支援担当者の氏名、所属・役職及び選任日を記入してく
ださい。
また、両立支援担当者の労働者への周知日及び周知方法を

記入してください。

61

「目標の達成状
況」欄には、「次世
代育成支援対策の
実施により達成し
ようとした目標」欄
に記入したそれぞ
れの目標について、
計画期間終了日時
点での達成状況を
記入してください。

目標が達成されたことを証明する資料の例は、25ページをご覧
ください。
添付された書類により、目標が達成されたことを確認できない

場合は、さらに追加で書類の提出をお願いすることがあります。

「次世代育成支援対策の実施により達成しようとした目標」欄に
は、認定を受けようとする行動計画に掲げた目標について記入し
てください。

62

１ 計画期間内に、育児休業取得状況
を次の水準以上にする。
・男性の育児休業取得率…６０％以上
・女性の育児休業取得率…８０％以上

２ 計画期間内に、フルタイム労働者の
うち、25歳～39歳の労働者の法定時間
外・法定休日労働時間の平均を10％削
減する。

３ 令和８年３月までに、週に１日実施
しているノー残業デーを週に２日に拡
充する。

４ 令和８年３月までに、地域の子ども
の職場見学の受け入れ体制を創設す
る。

・男性の育児休業取得率…60％
（育児休業取得者６人／配偶者が出産
した労働者10人×100＝60）

・女性の育児休業取得率…90％
（育児休業取得者９人／出産した労働
者10人×100＝90）

・計画期間内における法定時間外・法
定休日労働時間の平均 10時間

計画策定時における法定時間外・法
定休日労働時間の平均 15時間

令和７年１月１日から実施した。

令和７年１月１日に創設した。
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不妊治療と仕事
との両立の推進に
関する方針の内容
を記入してください。
また、方針及び

（１）の制度の内容
に関して、労働者
への周知日及び周
知方法を記入してく
ださい。

不妊治療と仕事
との両立に関する
研修その他の不妊
治療と仕事との両
立に関する労働者
の理解を促進する
ための取組の内容
を記入してください。
また、実施日を記

入してください。

両立支援担当者の氏名、所属・役職及び選任日を記入してく
ださい。
また、両立支援担当者の労働者への周知日及び周知方法を

記入してください。

61

「目標の達成状
況」欄には、「次世
代育成支援対策の
実施により達成し
ようとした目標」欄
に記入したそれぞ
れの目標について、
計画期間終了日時
点での達成状況を
記入してください。

目標が達成されたことを証明する資料の例は、25ページをご覧
ください。
添付された書類により、目標が達成されたことを確認できない

場合は、さらに追加で書類の提出をお願いすることがあります。

「次世代育成支援対策の実施により達成しようとした目標」欄に
は、認定を受けようとする行動計画に掲げた目標について記入し
てください。

62

１ 計画期間内に、育児休業取得状況
を次の水準以上にする。
・男性の育児休業取得率…６０％以上
・女性の育児休業取得率…８０％以上

２ 計画期間内に、フルタイム労働者の
うち、25歳～39歳の労働者の法定時間
外・法定休日労働時間の平均を10％削
減する。

３ 令和８年３月までに、週に１日実施
しているノー残業デーを週に２日に拡
充する。

４ 令和８年３月までに、地域の子ども
の職場見学の受け入れ体制を創設す
る。

・男性の育児休業取得率…60％
（育児休業取得者６人／配偶者が出産
した労働者10人×100＝60）

・女性の育児休業取得率…90％
（育児休業取得者９人／出産した労働
者10人×100＝90）

・計画期間内における法定時間外・法
定休日労働時間の平均 10時間

計画策定時における法定時間外・法
定休日労働時間の平均 15時間

令和７年１月１日から実施した。

令和７年１月１日に創設した。
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基基準準適適合合認認定定一一般般事事業業主主認認定定申申請請書書 記記入入例例
（（ププララチチナナくくるるみみんん認認定定、、ププララチチナナくくるるみみんんププララスス認認定定））

申請を行う事業主の氏名又は名称、主たる事業、住所、電話番号を記
入してください。
法人の場合は、法人の名称、主たる事業、主たる事務所の所在地、代

表者の氏名、主たる事務所の電話番号を記入してください。
＊押印は不要です。

実施した行動計
画の「一般事業主
行動計画策定・変
更届」を提出した日
を記入してください。

実施した行動計
画の「一般事業主
行動計画策定・変
更届」を提出した労
働局の都道府県名
を記入してください。

この申請書を提
出する日又は提出
前の１か月以内の
いずれかの日の
「常時雇用する労
働者数」（６ページ
参照）を記入してく
ださい。
また、同様に、男

女別の労働者の数
及び有期雇用労働
者の数を記入してく
ださい。

実施した行
動計画の計画
期間を記入し、
それが何期目
の行動計画で
あるか記入し
てください。
なお、行動計

画の途中で計
画期間の変更
を行った場合
には、変更後
の計画期間を
記入してくださ
い。

行動計画を外部
へ公表した日を記
入してください。

この申請についての担当部局名と
担当者の氏名を記入してください。

公表方法について、該当する番号を○で囲み、
①を囲んだ場合は、その方法を囲むか、具体的
に記載してください。②を囲んだ場合は、①以外
の公表の方法を記載してください。

労働者への周知
方法について、該
当する番号を○で
囲み、④を囲んだ
場合は、①～③以
外の周知方法を記
載してください。

特例認定を受け
ようとする行動計
画を策定した日を
記入してください。

行動計画を変更
した場合は、変更
した日を記入して
ください。複数回
変更した場合は、
この欄以降に、変
更ごとの内容を記
入してください。

認定を受けた
日及び認定を受
けた労働局を記
入してください。
認定を複数回

受けている場合
は、直近の認定
について記入し
てください。

この申請書を提
出する日を記入し
てください。

厚生労働省ホームページ
よりダウンロードができます
https://www.mhlw.go.jp/gen

eral/seido/koyou/jisedai/

行動計画を変更した
場合は、変更内容につ
いて該当する数字を○
で囲んでください。

63

イ又はロのいずれかを記入してください。
「常時雇用する労働者数」（６ページ参照） が300人以下

の企業で、計画期間内に育児休業等または企業独自の
育児を目的とした休暇制度を取得した男性労働者がいな
かった場合は、ハ～ヘのいずれかを記入してください。

（Ａ）欄には計画
期間内に配偶者が
出産した男性労働
者数を、（Ｂ）欄に
は、計画期間内に
育児休業等をした
男性労働者数を、
（Ｃ）欄には、計画
期間内に企業独自
の育児を目的とし
た休暇制度を利用
した男性労働者数
をそれぞれ記入し
てください。
「育児休業等及び

小学校就学前まで
の子について育児
目的休暇制度を利
用したものの割合」
欄には、（Ｂ＋Ｃ）÷
（Ａ）×100の値を、
小小数数第第１１位位以以下下をを
切切りり捨捨ててて記入し
てください。
（なお、育児・介

護休業法上、育児
休業等の対象とな
らない有期雇用労
働者は、計算から
除外して構いませ
ん。）
また、特例認定申

請時に既に退職し
ている労働者は、
「育児休業等及び
小学校就学前まで
の子について育児
目的休暇制度を利
用したものの割合」
の算定に当たって、
分母にも分子にも
含まれません。

（Ａ）欄には計画
期間内に配偶者
が出産した男性労
働者数を、（Ｂ）欄
には、計画期間内
に育児休業等をし
た男性労働者数を
それぞれ記入して
ください。
「育児休業等をし

たものの割合」欄
には、（Ｂ）÷（Ａ）
×100の値を、小小
数数第第１１位位以以下下をを切切
りり捨捨ててて記入してく
ださい。
（なお、育児・介

護休業法上、育児
休業等の対象とな
らない有期雇用労
働者は、計算から
除外して構いませ
ん。）
また、特例認定

申請時に既に退職
している労働者は、
「育児休業等をし
たものの割合」の
算定に当たって、
分母にも分子にも
含まれません。
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基基準準適適合合認認定定一一般般事事業業主主認認定定申申請請書書 記記入入例例
（（ププララチチナナくくるるみみんん認認定定、、ププララチチナナくくるるみみんんププララスス認認定定））

申請を行う事業主の氏名又は名称、主たる事業、住所、電話番号を記
入してください。
法人の場合は、法人の名称、主たる事業、主たる事務所の所在地、代

表者の氏名、主たる事務所の電話番号を記入してください。
＊押印は不要です。

実施した行動計
画の「一般事業主
行動計画策定・変
更届」を提出した日
を記入してください。

実施した行動計
画の「一般事業主
行動計画策定・変
更届」を提出した労
働局の都道府県名
を記入してください。

この申請書を提
出する日又は提出
前の１か月以内の
いずれかの日の
「常時雇用する労
働者数」（６ページ
参照）を記入してく
ださい。
また、同様に、男

女別の労働者の数
及び有期雇用労働
者の数を記入してく
ださい。

実施した行
動計画の計画
期間を記入し、
それが何期目
の行動計画で
あるか記入し
てください。
なお、行動計

画の途中で計
画期間の変更
を行った場合
には、変更後
の計画期間を
記入してくださ
い。

行動計画を外部
へ公表した日を記
入してください。

この申請についての担当部局名と
担当者の氏名を記入してください。

公表方法について、該当する番号を○で囲み、
①を囲んだ場合は、その方法を囲むか、具体的
に記載してください。②を囲んだ場合は、①以外
の公表の方法を記載してください。

労働者への周知
方法について、該
当する番号を○で
囲み、④を囲んだ
場合は、①～③以
外の周知方法を記
載してください。

特例認定を受け
ようとする行動計
画を策定した日を
記入してください。

行動計画を変更
した場合は、変更
した日を記入して
ください。複数回
変更した場合は、
この欄以降に、変
更ごとの内容を記
入してください。

認定を受けた
日及び認定を受
けた労働局を記
入してください。
認定を複数回

受けている場合
は、直近の認定
について記入し
てください。

この申請書を提
出する日を記入し
てください。

厚生労働省ホームページ
よりダウンロードができます
https://www.mhlw.go.jp/gen

eral/seido/koyou/jisedai/

行動計画を変更した
場合は、変更内容につ
いて該当する数字を○
で囲んでください。
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イ又はロのいずれかを記入してください。
「常時雇用する労働者数」（６ページ参照） が300人以下

の企業で、計画期間内に育児休業等または企業独自の
育児を目的とした休暇制度を取得した男性労働者がいな
かった場合は、ハ～ヘのいずれかを記入してください。

（Ａ）欄には計画
期間内に配偶者が
出産した男性労働
者数を、（Ｂ）欄に
は、計画期間内に
育児休業等をした
男性労働者数を、
（Ｃ）欄には、計画
期間内に企業独自
の育児を目的とし
た休暇制度を利用
した男性労働者数
をそれぞれ記入し
てください。
「育児休業等及び

小学校就学前まで
の子について育児
目的休暇制度を利
用したものの割合」
欄には、（Ｂ＋Ｃ）÷
（Ａ）×100の値を、
小小数数第第１１位位以以下下をを
切切りり捨捨ててて記入し
てください。
（なお、育児・介

護休業法上、育児
休業等の対象とな
らない有期雇用労
働者は、計算から
除外して構いませ
ん。）
また、特例認定申

請時に既に退職し
ている労働者は、
「育児休業等及び
小学校就学前まで
の子について育児
目的休暇制度を利
用したものの割合」
の算定に当たって、
分母にも分子にも
含まれません。

（Ａ）欄には計画
期間内に配偶者
が出産した男性労
働者数を、（Ｂ）欄
には、計画期間内
に育児休業等をし
た男性労働者数を
それぞれ記入して
ください。
「育児休業等をし

たものの割合」欄
には、（Ｂ）÷（Ａ）
×100の値を、小小
数数第第１１位位以以下下をを切切
りり捨捨ててて記入してく
ださい。
（なお、育児・介

護休業法上、育児
休業等の対象とな
らない有期雇用労
働者は、計算から
除外して構いませ
ん。）
また、特例認定

申請時に既に退職
している労働者は、
「育児休業等をし
たものの割合」の
算定に当たって、
分母にも分子にも
含まれません。
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（Ａ）欄には計
画期間内に出産
した女性労働者
数を、（Ｂ）欄には、
計画期間内に育
児休業等をした
女性労働者数を
それぞれ記入し
てください。
（Ｃ）欄には、

（Ｂ）÷（Ａ）×100
の値を、小小数数第第１１
位位以以下下をを切切りり捨捨
ててて記入してくだ
さい。
（D）欄には計画

期間内に出産し
た女性有期雇用
労働者数を、（E）
欄には、計画期
間内に育児休業
等をした女性有
期雇用労働者数
をそれぞれ記入
してください。
（F）欄には、

（E）÷（D）×100
の値を、小小数数第第１１
位位以以下下をを切切りり捨捨
ててて記入してくだ
さい。
（なお、育児・介

護休業法上、育
児休業等の対象
とならない有期
雇用労働者は、
計算から除外し
て構いません。）
また、認定申請

時に既に退職し
ている労働者は、
「育児休業等をし
たものの割合」の
算定に当たって、
分母にも分子に
も含まれません。

「常時雇用する労働者数」 （６ページ参照）が300人以下の企業については、「計画
期間＋計画期間開始前の一定期間（最長３年間）」で50％以上となる期間を記入して
ください。
また、（Ａ）欄にはその期間内に配偶者が出産した男性労働者数を、（Ｂ）欄には、そ

の期間内に育児休業等をした男性労働者数をそれぞれ記入し、「育児休業等をした
ものの割合」欄には、（Ｂ）÷（Ａ）×100の値を、小小数数第第１１位位以以下下をを切切りり捨捨ててて記入して
ください。
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「常時雇用す
る労働者数」
（６ページ参
照）が300人以
下の企業につ
いては、「計画
期間＋計画期
間開始前の一
定期間（最長
３年間）」で（C）
または（F）の
いずれかが
75％以上とな
る期間を記入
してください。
また、（Ａ）欄

にはその期間
内に出産した
女性労働者数
を、（Ｂ）欄には、
その期間内に
育児休業等を
した女性労働
者数をそれぞ
れ記入し、「育
児休業等をし
たものの割合」
欄には、（Ｂ）
÷（Ａ）×100の
値を、小小数数第第１１
位位以以下下をを切切りり
捨捨ててて記入し
てください。
（D）欄にはそ
の期間内に出
産した女性有
期雇用労働者
数を、（E）欄に
は、その期間
内に育児休業
等をした女性
有期雇用労働
者数をそれぞ
れ記入し、「育
児休業等をし
た女性有期雇
用労働者の割
合」欄には、
（E）÷（D）
×100の値を、
小小数数第第１１位位以以
下下をを切切りり捨捨てて
て記入してくだ
さい。

計画期間の終了日の属する事業年度における、労働者１人当たりの
各月ごとの時間外労働及び休日労働の合計時間数を記入してください。
なお、計算方法については、22ページをご覧ください。

働き方の見
直しに資する
多様な労働条
件の整備のた
めの措置につ
いて、ア～ウ
のすべてにつ
いて「措置の
内容」欄に記
入してください。
また、ア又は

イのいずれか
について、「目
標及びその達
成状況」欄に、
定量的な目標
及びその達成
状況を記入し
てください。

計画期間の終了
日の属する事業年
度における、１月当
たりの平均した時
間外労働時間が
60時間以上である
労働者数を記入し
てください。
なお、計算方法に

ついては22ページ
をご覧ください。
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（Ａ）欄には計
画期間内に出産
した女性労働者
数を、（Ｂ）欄には、
計画期間内に育
児休業等をした
女性労働者数を
それぞれ記入し
てください。
（Ｃ）欄には、

（Ｂ）÷（Ａ）×100
の値を、小小数数第第１１
位位以以下下をを切切りり捨捨
ててて記入してくだ
さい。
（D）欄には計画

期間内に出産し
た女性有期雇用
労働者数を、（E）
欄には、計画期
間内に育児休業
等をした女性有
期雇用労働者数
をそれぞれ記入
してください。
（F）欄には、

（E）÷（D）×100
の値を、小小数数第第１１
位位以以下下をを切切りり捨捨
ててて記入してくだ
さい。
（なお、育児・介

護休業法上、育
児休業等の対象
とならない有期
雇用労働者は、
計算から除外し
て構いません。）
また、認定申請

時に既に退職し
ている労働者は、
「育児休業等をし
たものの割合」の
算定に当たって、
分母にも分子に
も含まれません。

「常時雇用する労働者数」 （６ページ参照）が300人以下の企業については、「計画
期間＋計画期間開始前の一定期間（最長３年間）」で50％以上となる期間を記入して
ください。
また、（Ａ）欄にはその期間内に配偶者が出産した男性労働者数を、（Ｂ）欄には、そ

の期間内に育児休業等をした男性労働者数をそれぞれ記入し、「育児休業等をした
ものの割合」欄には、（Ｂ）÷（Ａ）×100の値を、小小数数第第１１位位以以下下をを切切りり捨捨ててて記入して
ください。
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「常時雇用す
る労働者数」
（６ページ参
照）が300人以
下の企業につ
いては、「計画
期間＋計画期
間開始前の一
定期間（最長
３年間）」で（C）
または（F）の
いずれかが
75％以上とな
る期間を記入
してください。
また、（Ａ）欄

にはその期間
内に出産した
女性労働者数
を、（Ｂ）欄には、
その期間内に
育児休業等を
した女性労働
者数をそれぞ
れ記入し、「育
児休業等をし
たものの割合」
欄には、（Ｂ）
÷（Ａ）×100の
値を、小小数数第第１１
位位以以下下をを切切りり
捨捨ててて記入し
てください。
（D）欄にはそ
の期間内に出
産した女性有
期雇用労働者
数を、（E）欄に
は、その期間
内に育児休業
等をした女性
有期雇用労働
者数をそれぞ
れ記入し、「育
児休業等をし
た女性有期雇
用労働者の割
合」欄には、
（E）÷（D）
×100の値を、
小小数数第第１１位位以以
下下をを切切りり捨捨てて
て記入してくだ
さい。

計画期間の終了日の属する事業年度における、労働者１人当たりの
各月ごとの時間外労働及び休日労働の合計時間数を記入してください。
なお、計算方法については、22ページをご覧ください。

働き方の見
直しに資する
多様な労働条
件の整備のた
めの措置につ
いて、ア～ウ
のすべてにつ
いて「措置の
内容」欄に記
入してください。
また、ア又は

イのいずれか
について、「目
標及びその達
成状況」欄に、
定量的な目標
及びその達成
状況を記入し
てください。

計画期間の終了
日の属する事業年
度における、１月当
たりの平均した時
間外労働時間が
60時間以上である
労働者数を記入し
てください。
なお、計算方法に

ついては22ページ
をご覧ください。
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イ又はロ
のいずれか
を記入してく
ださい。
なお、「常

時雇用する
労働者数」
（６ページ参
照）が300人
以下の企業
については、
「計画期間
の開始日か
ら計画期間
の終了日の
１年前の期
間＋計画期
間開始前の
一定期間
（最長３年
間）」で、イ
については
90％以上、
ロについて
は70％以上
となる期間
を記入してく
ださい。

（Ａ）欄には計画
期間の開始日から、
計画期間の終了日
の１年前の日まで
の間に出産した女
性労働者数を、
（Ｂ）欄には、（Ａ）の
うち、出産後１年以
上継続して在職し
ている女性労働者
数（育児休業等をし
ているもの又は育
児目的休暇制度を
利用しているものを
含む）をそれぞれ
記入してください。
なお、特例認定

申請時に既に退職
している労働者で
あっても、出産後１
年以上継続して在
職していた場合は、
分母にも分子にも
含みます。

育児休業等をし、
又は育児を行う労
働者が職業生活と
家庭生活との両立
を図りながら、その
意欲を高め、かつ
その能力を発揮す
ることで活躍できる
ようにするための
取組の実施の有無
について、該当す
るものに○をつけ
てください。

（Ａ）欄には計画期間の開始日から、計画期間の終了日の１年前の日までの間に出産した女性労働者数を、
（Ｂ）欄には、計画期間の開始日から、計画期間の終了日の１年前の日までの間に出産する予定であった女性労働
者のうち退職したものの数を、
（Ｃ）欄には、（Ａ）のうち、出産後１年以上継続して在職している女性労働者数（育児休業等をしているもの又は育児
目的休暇制度を利用しているものを含む）をそれぞれ記入してください。
なお、（Ａ）及び（Ｃ）において、特例認定申請時に既に退職している労働者であっても、出産後１年以上継続して在

職している場合は、分母にも分子にも含みます。

68

育児休業等をし、又は育児を行う労働者が職業生活と家庭生
活との両立を図りながら、その意欲を高め、かつその能力を発揮
することで活躍できるようにするための取組の実施の有無につい
て、該当するものに○をつけてください。
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67

イ又はロ
のいずれか
を記入してく
ださい。
なお、「常

時雇用する
労働者数」
（６ページ参
照）が300人
以下の企業
については、
「計画期間
の開始日か
ら計画期間
の終了日の
１年前の期
間＋計画期
間開始前の
一定期間
（最長３年
間）」で、イ
については
90％以上、
ロについて
は70％以上
となる期間
を記入してく
ださい。

（Ａ）欄には計画
期間の開始日から、
計画期間の終了日
の１年前の日まで
の間に出産した女
性労働者数を、
（Ｂ）欄には、（Ａ）の
うち、出産後１年以
上継続して在職し
ている女性労働者
数（育児休業等をし
ているもの又は育
児目的休暇制度を
利用しているものを
含む）をそれぞれ
記入してください。
なお、特例認定

申請時に既に退職
している労働者で
あっても、出産後１
年以上継続して在
職していた場合は、
分母にも分子にも
含みます。

育児休業等をし、
又は育児を行う労
働者が職業生活と
家庭生活との両立
を図りながら、その
意欲を高め、かつ
その能力を発揮す
ることで活躍できる
ようにするための
取組の実施の有無
について、該当す
るものに○をつけ
てください。

（Ａ）欄には計画期間の開始日から、計画期間の終了日の１年前の日までの間に出産した女性労働者数を、
（Ｂ）欄には、計画期間の開始日から、計画期間の終了日の１年前の日までの間に出産する予定であった女性労働
者のうち退職したものの数を、
（Ｃ）欄には、（Ａ）のうち、出産後１年以上継続して在職している女性労働者数（育児休業等をしているもの又は育児
目的休暇制度を利用しているものを含む）をそれぞれ記入してください。
なお、（Ａ）及び（Ｃ）において、特例認定申請時に既に退職している労働者であっても、出産後１年以上継続して在

職している場合は、分母にも分子にも含みます。

68

育児休業等をし、又は育児を行う労働者が職業生活と家庭生
活との両立を図りながら、その意欲を高め、かつその能力を発揮
することで活躍できるようにするための取組の実施の有無につい
て、該当するものに○をつけてください。
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69

不妊治療のた
めに利用できる
休暇制度につい
て、整備している
制度の内容を記
入してください。

不妊治療のため
に利用できる両立
支援制度の有無
（有が１つ以上必
要）について、該当
するものに○をつ
けてください。
「有」の場合は、そ

の内容を「制度の
内容」欄に記入して
ください。

不妊治療と仕事との両立の推進に関する方針の内
容を記入してください。
また、方針及び（１）の制度の内容に関して、労働

者への周知日及び周知方法を記入してください。

70

不妊治療と仕
事との両立に関
する研修その他
の不妊治療と仕
事との両立に関
する労働者の理
解を促進するた
めの取組の内容
を記入してくださ
い。
また、実施日を

記入してください。
両立支援

担当者の氏
名、所属・役
職及び選任
日を記入し
てください。
また、両立

支援担当者
の労働者へ
の周知日及
び周知方法
を記入してく
ださい。
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69

不妊治療のた
めに利用できる
休暇制度につい
て、整備している
制度の内容を記
入してください。

不妊治療のため
に利用できる両立
支援制度の有無
（有が１つ以上必
要）について、該当
するものに○をつ
けてください。
「有」の場合は、そ

の内容を「制度の
内容」欄に記入して
ください。

不妊治療と仕事との両立の推進に関する方針の内
容を記入してください。
また、方針及び（１）の制度の内容に関して、労働

者への周知日及び周知方法を記入してください。

70

不妊治療と仕
事との両立に関
する研修その他
の不妊治療と仕
事との両立に関
する労働者の理
解を促進するた
めの取組の内容
を記入してくださ
い。
また、実施日を

記入してください。
両立支援

担当者の氏
名、所属・役
職及び選任
日を記入し
てください。
また、両立

支援担当者
の労働者へ
の周知日及
び周知方法
を記入してく
ださい。

70



「次世代育成支援対策の実施により達成しようとした目標」欄に
は、認定を受けようとする行動計画に掲げた目標について記入し
てください。

「目標の達成状
況」欄には、「次世
代育成支援対策
の実施により達成
しようとした目標」
欄に記入したそれ
ぞれの目標につ
いて、計画期間終
了日時点での達
成状況を記入して
ください。

目標が達成されたことを証明する資料の例は、31ページをご覧
ください。
添付された書類により、目標が達成されたことを確認できない

場合は、さらに追加で書類の提出をお願いすることがあります。

１ 計画期間内に、育児休業取得状況
を次の水準以上にする。
・男性の育児休業取得率…60％以上
・女性の育児休業取得率…90％以上

２ 計画期間内に、フルタイム労働者の
うち、25歳～39歳の労働者の法定時
間外・法定休日労働時間を20％削減
する。

３ 令和８年３月までに、子どもが保護
者である社員の働いているところを実
際に見ることができる「子ども参観日」
を実施する

４ 令和８年３月までに、小学４年生まで
の子を持つ労働者が利用できる、子
どもの検診や予防接種のための休暇
制度を創設する。

１ 以下のとおり
・男性の育児休業取得率…70％
（育児休業取得者21人／配偶者が出産
した労働者30人×100≑70）

・女性の育児休業取得率…93％
（育児休業取得者14人／出産した労働
者15人×100≑93）

２ 計画期間内における法定時間外・法
定休日労働時間の平均：８時間

計画策定時における法定時間外・法
定休日労働時間の平均：20時間

３ 令和７年１月14日に実施した。

４ 令和７年２月１日に創設した。

71

基基準準適適合合認認定定一一般般事事業業主主認認定定申申請請書書 記記入入例例
（（ププララチチナナくくるるみみんん認認定定企企業業にに係係るるププララチチナナくくるるみみんんププララスス認認定定））

申請を行う事業主の氏名又は名称、主たる事業、住所、電話番号
を記入してください。
法人の場合は、法人の名称、主たる事業、主たる事務所の所在地、

代表者の氏名、主たる事務所の電話番号を記入してください。
＊押印は不要です。

厚生労働省ホームページ
よりダウンロードができます
https://www.mhlw.go.jp/gen

eral/seido/koyou/jisedai/

この申請書を提
出する日を記入し
てください。この申請書を提

出する日又は提出
前の１か月以内の
いずれかの日の
「常時雇用する労
働者数」（６ページ
参照）を記入してく
ださい。
また、同様に、男

女別の労働者の数
及び有期雇用労働
者の数を記入してく
ださい。

特例認定を受
けた日及び認定
を受けた労働局
を記入してくださ
い。

実施状況を公
表した日が属す
る事業年度（各
企業における会
計年度）を記載し
てください。

この申請についての担当部局名と
担当者の氏名を記入してください。

（Ａ）欄には各
事業年度内に配
偶者が出産した
男性労働者数を、
（Ｂ）欄には、各
事業年度内に育
児休業等をした
男性労働者数を
それぞれ記入し
てください。
「育児休業等を

したものの割合」
欄には、（Ｂ）÷
（Ａ） ×100の値
を、小小数数第第１１位位以以
下下をを切切りり捨捨ててて
記入してください。
（なお、育児・介

護休業法上、育
児休業等の対象
とならない有期
雇用労働者は、
計算から除外し
て構いません。）
また、公表時に

既に退職してい
る労働者は、「育
児休業等をした
ものの割合」の
算定に当たって、
分母にも分子に
も含まれません。

公表を行う日が
属する事業年度
の前事業年度、
前々事業年度を
記載してください。
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「次世代育成支援対策の実施により達成しようとした目標」欄に
は、認定を受けようとする行動計画に掲げた目標について記入し
てください。

「目標の達成状
況」欄には、「次世
代育成支援対策
の実施により達成
しようとした目標」
欄に記入したそれ
ぞれの目標につ
いて、計画期間終
了日時点での達
成状況を記入して
ください。

目標が達成されたことを証明する資料の例は、31ページをご覧
ください。
添付された書類により、目標が達成されたことを確認できない

場合は、さらに追加で書類の提出をお願いすることがあります。

１ 計画期間内に、育児休業取得状況
を次の水準以上にする。
・男性の育児休業取得率…60％以上
・女性の育児休業取得率…90％以上

２ 計画期間内に、フルタイム労働者の
うち、25歳～39歳の労働者の法定時
間外・法定休日労働時間を20％削減
する。

３ 令和８年３月までに、子どもが保護
者である社員の働いているところを実
際に見ることができる「子ども参観日」
を実施する

４ 令和８年３月までに、小学４年生まで
の子を持つ労働者が利用できる、子
どもの検診や予防接種のための休暇
制度を創設する。

１ 以下のとおり
・男性の育児休業取得率…70％
（育児休業取得者21人／配偶者が出産
した労働者30人×100≑70）

・女性の育児休業取得率…93％
（育児休業取得者14人／出産した労働
者15人×100≑93）

２ 計画期間内における法定時間外・法
定休日労働時間の平均：８時間

計画策定時における法定時間外・法
定休日労働時間の平均：20時間

３ 令和７年１月14日に実施した。

４ 令和７年２月１日に創設した。

71

基基準準適適合合認認定定一一般般事事業業主主認認定定申申請請書書 記記入入例例
（（ププララチチナナくくるるみみんん認認定定企企業業にに係係るるププララチチナナくくるるみみんんププララスス認認定定））

申請を行う事業主の氏名又は名称、主たる事業、住所、電話番号
を記入してください。
法人の場合は、法人の名称、主たる事業、主たる事務所の所在地、

代表者の氏名、主たる事務所の電話番号を記入してください。
＊押印は不要です。

厚生労働省ホームページ
よりダウンロードができます
https://www.mhlw.go.jp/gen

eral/seido/koyou/jisedai/

この申請書を提
出する日を記入し
てください。この申請書を提

出する日又は提出
前の１か月以内の
いずれかの日の
「常時雇用する労
働者数」（６ページ
参照）を記入してく
ださい。
また、同様に、男

女別の労働者の数
及び有期雇用労働
者の数を記入してく
ださい。

特例認定を受
けた日及び認定
を受けた労働局
を記入してくださ
い。

実施状況を公
表した日が属す
る事業年度（各
企業における会
計年度）を記載し
てください。

この申請についての担当部局名と
担当者の氏名を記入してください。

（Ａ）欄には各
事業年度内に配
偶者が出産した
男性労働者数を、
（Ｂ）欄には、各
事業年度内に育
児休業等をした
男性労働者数を
それぞれ記入し
てください。
「育児休業等を

したものの割合」
欄には、（Ｂ）÷
（Ａ） ×100の値
を、小小数数第第１１位位以以
下下をを切切りり捨捨ててて
記入してください。
（なお、育児・介

護休業法上、育
児休業等の対象
とならない有期
雇用労働者は、
計算から除外し
て構いません。）
また、公表時に

既に退職してい
る労働者は、「育
児休業等をした
ものの割合」の
算定に当たって、
分母にも分子に
も含まれません。

公表を行う日が
属する事業年度
の前事業年度、
前々事業年度を
記載してください。
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（Ａ）欄には各事
業年度内に配偶
者が出産した男性
労働者数を、（Ｂ）
欄には、各事業年
度内に育児休業
等をした男性労働
者数を、（Ｃ）欄に
は、各事業年度内
に企業独自の育
児を目的とした休
暇制度を利用した
男性労働者数をそ
れぞれ記入してく
ださい。
「育児休業等及

び小学校就学前ま
での子について育
児目的休暇制度を
利用したものの割
合」欄には、（Ｂ＋
Ｃ）÷（Ａ）×100の
値を、小小数数第第１１位位
以以下下をを切切りり捨捨ててて
記入してください。
（なお、育児・介

護休業法上、育児
休業等の対象とな
らない有期雇用労
働者は、計算から
除外して構いませ
ん。）
また、特例認定

申請時に既に退職
している労働者は、
「育児休業等及び
小学校就学前まで
の子について育児
目的休暇制度を利
用したものの割
合」の算定に当
たって、
分母にも分子にも
含まれません。

73

「常時雇用する労働者数」 （６ページ参照）が300人以下の企業については、「公表
前々事業年度の開始前３年間以内のいずれかの日から公表事業年度の末日までの
期間において50％以上となる期間を記入してください。
また、（Ａ）欄にはその期間内に配偶者が出産した男性労働者数を、（Ｂ）欄には、そ

の期間内に育児休業等をした男性労働者数をそれぞれ記入し、「育児休業等をした
ものの割合」欄には、（Ｂ）÷（Ａ）×100の値を、小小数数第第１１位位以以下下をを切切りり捨捨ててて記入して
ください。

（Ａ）欄には各事
業年度内に出産
した女性労働者
数を、（Ｂ）欄には、
各事業年度内に
育児休業等をし
た女性労働者数
をそれぞれ記入
してください。
（Ｃ）欄には、

（Ｂ）÷（Ａ）×100
の値を、小数第１
位を切り捨てて
記入してください。
（なお、育児・介

護休業法上、育
児休業等の対象
とならない有期雇
用労働者は、計
算から除外して
構いません。）
（D）欄には各事
業年度内に出産
した女性有期雇
用労働者数を、
（E）欄には、各事
業年度内に育児
休業等をした女
性労働者数をそ
れぞれ記入してく
ださい。
（F）欄には、

（E）÷（D）×100
の値を、小小数数第第１１
位位ii以以下下をを切切りり捨捨
ててて記入してくだ
さい。
また、公表時に

既に退職してい
る労働者は、「育
児休業等をしたも
のの割合」の算
定に当たって、分
母にも分子にも
含まれません。

「常時雇用する
労働者数」 （６
ページ参照）が
300人以下の企
業については、
「公表前々事業
年度の開始前３
年間以内のいず
れかの日から公
表事業年度の末
日までの期間に
おいて（C）また
は（F）のいずれ
かが75％以上と
なる期間を記入
してください。
また、（Ａ）欄に

はその期間内に
出産した女性労
働者数を、（Ｂ）
欄には、その期
間内に育児休業
等をした女性労
働者数をそれぞ
れ記入し、「育児
休業等をしたも
のの割合」欄に
は、（Ｂ）÷（Ａ）
×100の値を、小小
数数第第１１位位以以下下をを
切切りり捨捨ててて記入
してください。
（D）欄にはその
期間内に出産し
た女性労働者数
を、（E）欄には、
その期間内に育
児休業等をした
女性労働者数を
それぞれ記入し、
「育児休業等をし
た女性有期雇用
労働者の割合」
欄には、（E）÷
（D）×100の値を、
小小数数第第１１位位以以下下
をを切切りり捨捨ててて記
入してください。
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（Ａ）欄には各事
業年度内に配偶
者が出産した男性
労働者数を、（Ｂ）
欄には、各事業年
度内に育児休業
等をした男性労働
者数を、（Ｃ）欄に
は、各事業年度内
に企業独自の育
児を目的とした休
暇制度を利用した
男性労働者数をそ
れぞれ記入してく
ださい。
「育児休業等及

び小学校就学前ま
での子について育
児目的休暇制度を
利用したものの割
合」欄には、（Ｂ＋
Ｃ）÷（Ａ）×100の
値を、小小数数第第１１位位
以以下下をを切切りり捨捨ててて
記入してください。
（なお、育児・介

護休業法上、育児
休業等の対象とな
らない有期雇用労
働者は、計算から
除外して構いませ
ん。）
また、特例認定

申請時に既に退職
している労働者は、
「育児休業等及び
小学校就学前まで
の子について育児
目的休暇制度を利
用したものの割
合」の算定に当
たって、
分母にも分子にも
含まれません。

73

「常時雇用する労働者数」 （６ページ参照）が300人以下の企業については、「公表
前々事業年度の開始前３年間以内のいずれかの日から公表事業年度の末日までの
期間において50％以上となる期間を記入してください。
また、（Ａ）欄にはその期間内に配偶者が出産した男性労働者数を、（Ｂ）欄には、そ

の期間内に育児休業等をした男性労働者数をそれぞれ記入し、「育児休業等をした
ものの割合」欄には、（Ｂ）÷（Ａ）×100の値を、小小数数第第１１位位以以下下をを切切りり捨捨ててて記入して
ください。

（Ａ）欄には各事
業年度内に出産
した女性労働者
数を、（Ｂ）欄には、
各事業年度内に
育児休業等をし
た女性労働者数
をそれぞれ記入
してください。
（Ｃ）欄には、

（Ｂ）÷（Ａ）×100
の値を、小数第１
位を切り捨てて
記入してください。
（なお、育児・介

護休業法上、育
児休業等の対象
とならない有期雇
用労働者は、計
算から除外して
構いません。）
（D）欄には各事
業年度内に出産
した女性有期雇
用労働者数を、
（E）欄には、各事
業年度内に育児
休業等をした女
性労働者数をそ
れぞれ記入してく
ださい。
（F）欄には、

（E）÷（D）×100
の値を、小小数数第第１１
位位ii以以下下をを切切りり捨捨
ててて記入してくだ
さい。
また、公表時に

既に退職してい
る労働者は、「育
児休業等をしたも
のの割合」の算
定に当たって、分
母にも分子にも
含まれません。

「常時雇用する
労働者数」 （６
ページ参照）が
300人以下の企
業については、
「公表前々事業
年度の開始前３
年間以内のいず
れかの日から公
表事業年度の末
日までの期間に
おいて（C）また
は（F）のいずれ
かが75％以上と
なる期間を記入
してください。
また、（Ａ）欄に

はその期間内に
出産した女性労
働者数を、（Ｂ）
欄には、その期
間内に育児休業
等をした女性労
働者数をそれぞ
れ記入し、「育児
休業等をしたも
のの割合」欄に
は、（Ｂ）÷（Ａ）
×100の値を、小小
数数第第１１位位以以下下をを
切切りり捨捨ててて記入
してください。
（D）欄にはその
期間内に出産し
た女性労働者数
を、（E）欄には、
その期間内に育
児休業等をした
女性労働者数を
それぞれ記入し、
「育児休業等をし
た女性有期雇用
労働者の割合」
欄には、（E）÷
（D）×100の値を、
小小数数第第１１位位以以下下
をを切切りり捨捨ててて記
入してください。
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各事業年度における、労働者１人当たりの各月ごとの時間外労働及び休日
労働の合計時間数を記入してください。

各事業年度に
おける、25歳～
39歳の労働者１
人当たりの各月
ごとの時間外労
働及び休日労働
の合計時間数を
記入してください。

75

各事業年度
における、１月
当たりの平均し
た時間外労働
時間が60時間
以上である労
働者数を記入
してください。

（Ａ）欄には公
表前々事業年
度に出産した女
性労働者数を、
（Ｂ）欄には、
（Ａ）のうち、公
表前事業年度
に在職している
女性労働者数
（育児休業等を
しているもの又
は育児目的休
暇制度を利用し
ているものを含
む）をそれぞれ
記入してくださ
い。

（Ａ）欄には公
表前々事業年
度に出産した女
性労働者数を、
（Ｂ）欄には、公
表前々事業年
度に出産する
予定であった女
性労働者のうち
退職したものの
数を、（Ｃ）欄に
は、（Ａ）のうち、
公表前事業年
度に在職してい
る女性労働者
数（育児休業等
をしているもの
又は育児目的
休暇制度を利
用しているもの
を含む）をそれ
ぞれ記入してく
ださい。

76

働き方の見直しに資する多様な労働条件の整備のための措置
の実施の有無（全て有であることが必要）について、該当するもの
に○をつけてください。
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各事業年度における、労働者１人当たりの各月ごとの時間外労働及び休日
労働の合計時間数を記入してください。

各事業年度に
おける、25歳～
39歳の労働者１
人当たりの各月
ごとの時間外労
働及び休日労働
の合計時間数を
記入してください。

75

各事業年度
における、１月
当たりの平均し
た時間外労働
時間が60時間
以上である労
働者数を記入
してください。

（Ａ）欄には公
表前々事業年
度に出産した女
性労働者数を、
（Ｂ）欄には、
（Ａ）のうち、公
表前事業年度
に在職している
女性労働者数
（育児休業等を
しているもの又
は育児目的休
暇制度を利用し
ているものを含
む）をそれぞれ
記入してくださ
い。

（Ａ）欄には公
表前々事業年
度に出産した女
性労働者数を、
（Ｂ）欄には、公
表前々事業年
度に出産する
予定であった女
性労働者のうち
退職したものの
数を、（Ｃ）欄に
は、（Ａ）のうち、
公表前事業年
度に在職してい
る女性労働者
数（育児休業等
をしているもの
又は育児目的
休暇制度を利
用しているもの
を含む）をそれ
ぞれ記入してく
ださい。

76

働き方の見直しに資する多様な労働条件の整備のための措置
の実施の有無（全て有であることが必要）について、該当するもの
に○をつけてください。

76



77

育児休業等をし、又は育児を行う労働者が職業生活と家庭生活との両立を図りな
がら、その意欲を高め、かつその能力を発揮することで活躍できるようにするための
取組の実施の有無について、該当するものに○をつけてください。

不妊治療のた
めに利用できる
休暇制度につい
て、整備している
制度の内容を記
入してください。

不妊治療のた
めに利用できる
両立支援制度の
有無（有が１つ以
上必要）について、
該当するものに
○をつけてくださ
い。
「有」の場合は、

その内容を「制度
の内容」欄に記入
してください。

78

不妊治療と仕事との両立の推進に関する方針の内容を記
入してください。
また、方針及び（１）の制度の内容に関して、労働者への周

知日及び周知方法を記入してください。

77



77

育児休業等をし、又は育児を行う労働者が職業生活と家庭生活との両立を図りな
がら、その意欲を高め、かつその能力を発揮することで活躍できるようにするための
取組の実施の有無について、該当するものに○をつけてください。

不妊治療のた
めに利用できる
休暇制度につい
て、整備している
制度の内容を記
入してください。

不妊治療のた
めに利用できる
両立支援制度の
有無（有が１つ以
上必要）について、
該当するものに
○をつけてくださ
い。
「有」の場合は、

その内容を「制度
の内容」欄に記入
してください。

78

不妊治療と仕事との両立の推進に関する方針の内容を記
入してください。
また、方針及び（１）の制度の内容に関して、労働者への周

知日及び周知方法を記入してください。

78



不妊治療と仕事
との両立に関する
研修その他の不妊
治療と仕事との両
立に関する労働者
の理解を促進する
ための取組の内容
を記入してください。
また、実施日を記

入してください。

両立支援担
当者の氏名、
所属・役職及
び選任日を記
入してください。
また、両立

支援担当者の
労働者への周
知日及び周知
方法を記入し
てください。

79

プラチナくるみん
認定を受けた行動
計画期間と何期目
の計画かを記入し
てください。

プラチナくるみん
認定を受けた日付
と認定を受けた労
働局の都道府県
名を記入してくださ
い。

プラチナくるみん認
定を受けた後、何回
目の実施状況の公
表にあたるのかを記
入してください。

公表を行う日が属
する事業年度の前
事業年度、前々事業
年度を記載してくだ
さい。

育児休業等及び
育児目的休暇制度
を利用した男性労
働者数及び割合の
算出に当たっては、
公表時において、既
に退職している労働
者は、分母にも分子
にも含まれません。

育児・介護休業
法上の育児休業
の対象とならない
有期契約労働者
は、計算から除外
して構いません。

実施状況を公表す
る日が属する事業
年度（各企業におけ
る会計年度）を記載
してください。

特特例例認認定定一一般般事事業業主主ににおおけけるる次次世世代代育育成成支支援援対対策策実実施施状状況況 記記入入例例
（（ププララチチナナくくるるみみんん認認定定企企業業のの次次世世代代育育成成支支援援対対策策実実施施状状況況））

実施状況を公
表する日を記入し
てください。プラチ
ナくるみん認定を
受けた後、概ね３
か月以内に公表
することが必要で
す。

厚生労働省ホームページより
ダウンロードができます
https://www.mhlw.go.jp/gener
al/seido/koyou/jisedai/

同一の子につい
て（E)と（F)の両方
を利用した場合は、
１人とカウントしま
す。

公表を行う事業主の氏名又は名称、主たる事業、住所、電話番号
を記入してください。
法人の場合は、法人の名称、主たる事業、主たる事務所の所在地、

代表者の氏名、主たる事務所の電話番号を記入してください。

8079



不妊治療と仕事
との両立に関する
研修その他の不妊
治療と仕事との両
立に関する労働者
の理解を促進する
ための取組の内容
を記入してください。
また、実施日を記

入してください。

両立支援担
当者の氏名、
所属・役職及
び選任日を記
入してください。
また、両立

支援担当者の
労働者への周
知日及び周知
方法を記入し
てください。

79

プラチナくるみん
認定を受けた行動
計画期間と何期目
の計画かを記入し
てください。

プラチナくるみん
認定を受けた日付
と認定を受けた労
働局の都道府県
名を記入してくださ
い。

プラチナくるみん認
定を受けた後、何回
目の実施状況の公
表にあたるのかを記
入してください。

公表を行う日が属
する事業年度の前
事業年度、前々事業
年度を記載してくだ
さい。

育児休業等及び
育児目的休暇制度
を利用した男性労
働者数及び割合の
算出に当たっては、
公表時において、既
に退職している労働
者は、分母にも分子
にも含まれません。

育児・介護休業
法上の育児休業
の対象とならない
有期契約労働者
は、計算から除外
して構いません。

実施状況を公表す
る日が属する事業
年度（各企業におけ
る会計年度）を記載
してください。

特特例例認認定定一一般般事事業業主主ににおおけけるる次次世世代代育育成成支支援援対対策策実実施施状状況況 記記入入例例
（（ププララチチナナくくるるみみんん認認定定企企業業のの次次世世代代育育成成支支援援対対策策実実施施状状況況））

実施状況を公
表する日を記入し
てください。プラチ
ナくるみん認定を
受けた後、概ね３
か月以内に公表
することが必要で
す。

厚生労働省ホームページより
ダウンロードができます
https://www.mhlw.go.jp/gener
al/seido/koyou/jisedai/

同一の子につい
て（E)と（F)の両方
を利用した場合は、
１人とカウントしま
す。

公表を行う事業主の氏名又は名称、主たる事業、住所、電話番号
を記入してください。
法人の場合は、法人の名称、主たる事業、主たる事務所の所在地、

代表者の氏名、主たる事務所の電話番号を記入してください。

8080



公表時に
おいて、現
に雇用され
ていない労
働者は除
外してくだ
さい。

81

公表時におい
て既に退職して
いる女性労働者
は、分母にも分
子にも含まれま
せん。
また、育児・介

護休業法上の育
児休業の対象と
ならない有期契
約労働者は、計
算から除外して
構いません。

公表前事業
年度における
労働者１人当
たりの各月ご
との時間外労
働及び休日労
働の合計時間
数を記載してく
ださい。

公表前事業
年度において、
平均した１月
当たりの時間
外労働時間が
60時間以上で
ある労働者の
数を記載して
ください。

82

事業主の任意に委ねられている項目ですが、
公表前事業年度の男性の平均育児休業等取
得期間、平均年次有給休暇取得率についても、
併せて公表することが望まれます。

（Ａ）欄には公表前々事業年度に出産し
た女性労働者数を、（Ｂ）欄には、（Ａ）のう
ち、公表前事業年度に在職している女性
労働者数（育児休業等をしているもの又
は育児目的休暇制度を利用しているもの
を含む）をそれぞれ記入してください。

（Ｃ）欄には公表前々事業年度において出産した女性労働者数を、（Ｄ）欄には、公表前々
事業年度に出産する予定であった女性労働者のうち退職したものの数を、（Ｅ）欄には、（Ｃ）
のうち、公表前事業年度に在職している女性労働者数（育児休業等をしているもの又は育
児目的休暇制度を利用しているものを含む）をそれぞれ記入してください。

81



公表時に
おいて、現
に雇用され
ていない労
働者は除
外してくだ
さい。

81

公表時におい
て既に退職して
いる女性労働者
は、分母にも分
子にも含まれま
せん。
また、育児・介

護休業法上の育
児休業の対象と
ならない有期契
約労働者は、計
算から除外して
構いません。

公表前事業
年度における
労働者１人当
たりの各月ご
との時間外労
働及び休日労
働の合計時間
数を記載してく
ださい。

公表前事業
年度において、
平均した１月
当たりの時間
外労働時間が
60時間以上で
ある労働者の
数を記載して
ください。

82

事業主の任意に委ねられている項目ですが、
公表前事業年度の男性の平均育児休業等取
得期間、平均年次有給休暇取得率についても、
併せて公表することが望まれます。

（Ａ）欄には公表前々事業年度に出産し
た女性労働者数を、（Ｂ）欄には、（Ａ）のう
ち、公表前事業年度に在職している女性
労働者数（育児休業等をしているもの又
は育児目的休暇制度を利用しているもの
を含む）をそれぞれ記入してください。

（Ｃ）欄には公表前々事業年度において出産した女性労働者数を、（Ｄ）欄には、公表前々
事業年度に出産する予定であった女性労働者のうち退職したものの数を、（Ｅ）欄には、（Ｃ）
のうち、公表前事業年度に在職している女性労働者数（育児休業等をしているもの又は育
児目的休暇制度を利用しているものを含む）をそれぞれ記入してください。

82



83

育児休業等をし、又は育児を行う労働者が、職業生活と家庭生活との両立を図りながら、その意欲
を高め、かつその能力を発揮することで活躍できるようにするための計画の内容と実施状況について、
該当する項目（１か所以上の記載が必要）に記載してください。
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84

83

育児休業等をし、又は育児を行う労働者が、職業生活と家庭生活との両立を図りながら、その意欲
を高め、かつその能力を発揮することで活躍できるようにするための計画の内容と実施状況について、
該当する項目（１か所以上の記載が必要）に記載してください。
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